
2005年4月26日

㈱ジュピターテレコム

単位：億円（億円未満四捨五入）

金額 増減率 05/2/18発表 達成率

営業収益：

利用料収入 381 335 46 14%

その他 44 48 △ 4 △ 10%

営業収益計 425 383 42 11% 1,850 23%

営業費用：

番組・その他営業費用 △ 168 △ 158 △ 10 6%

販売費及び一般管理費 △ 80 △ 74 △ 6 8% 事業規模拡大に伴う管理費用の増加等

株式報酬費用 △ 10 0 △ 10 5,664%

減価償却費 △ 100 △ 90 △ 10 10%

営業費用計 △ 358 △ 323 △ 35 11% △1,580

営業利益 67 60 7 11% 270 25%

その他収益(費用)：

支払利息－純額： △ 18 △ 20 2 △ 7%

その他の収益－純額 2 1 1 220%

税金等控除前利益 50 41 9 22%

持分法投資利益 1 0 1 133%

少数株主損益 △ 1 △ 2 1 △ 21%

税引前利益 50 40 10 25%

法人税等 △ 16 △ 1 △ 15 1,748% 連結子会社の累損解消・黒字化により課税所得が発生

四半期（当期）純利益 34 39 △ 5 △ 13% 140 24%

修正EBITDA*1 176 151 25 17%

EBITDAマージン 41.5% 39.4% 2.1pts 5.3%

単位：億円（億円未満四捨五入）

05年3月末
前期末（04
年12月末）

増減

総資産 4,748 4,393 355 IPOによる現預金の増加(308億円）等

株主資本 2,246 1,384 862 IPOによる資本金・資本剰余金の増加

株主資本比率 47% 32% 16% IPOによる資本金・資本剰余金の増加

有利子負債 (Gross) 1,828 2,315 △ 487 IPOによる資金調達により、500億円のローン返済

有利子負債 (現預金Net) 1,415 2,211 △ 796 IPOによる資金調達により、500億円のローン返済と現預金の増加

D/E Ratio (Net) 0.63 1.60 △ 0.97 IPOによる資金調達により、500億円のローン返済と現預金の増加

当期
（05/1-3）

前年同期
(04/1-3）

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 126 100 加入世帯増加等による収益向上に伴うEBITDAの増加

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 108 △ 113

ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ*2　 30 12

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 291 22

ｷｬｯｼｭの増減 308 9

*1:（修正EBITDA）＝（営業利益）+（減価償却費）+（販管費に含まれる株式報酬費用）

*2:ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ＝（営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ）－（資本的支出）－（キャピタルリースによる設備投資）

加入世帯数増加に伴う設置機材の増加等

加入世帯増加に伴う番組購入費の増加及びネットワーク運営費用・保守費
用の増加

株式公開による調達資金（+821億円）、借入金の増減（-530億円含むキャピ
タルリース）

借入金（含キャピタルリース）の残高減(約29％）
04年8月の増資により借入金300億円を返済したほか、05年3月の株式公開
により借入金500億円を返済。純有利子負債額は457億円（19%）減少

資本的支出（66億円）・子会社株式等の取得（42億円）等

営業活動によるキャッシュ・フロー126億円の増加より資本的支出66億円と
キャピタルリース30億円

当期実績の概要

財政状態 補足説明

当期
（05/1-3）

前年同期
（04/1-3）

前年同期比

当第1四半期末の株価がストック・オプションの行使価格を上回ったため

通期見通し

利用料収入内訳：ケーブルテレビ200（前年同期比+14,+8％）、高速インター
ネット111（同+17,+18％）、電話70（同+15,+27％）
加入世帯数の増加（2,620K→3,016K,15％増）/CATV・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの高付加
価値サービス比率の上昇

キャッシュ・フロー 補足説明

経営成績
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連結子会社

運営局 17 16 1 17 (a)

その他 3 3 0 2

計 20 19 1 19 ①

持分法適用関連会社

運営局 2 2 0 2 (b) 福岡ケーブルネットワーク㈱、㈱ケーブルネット下関

その他 4 4 0 3

計 6 6 0 5 ②

その他運営局 0 1 △ 1 1 (c)

連結グループ　(①＋②) 26 25 1 24

運営局合計　((a)＋(b)＋(c)） 19 19 0 20

加入世帯数（運営局）*3

ケーブルテレビ 1,628,800 1,592,500 36,300 1,530,000

　　うちデジタル 313,500 243,500 70,000 25,100

高速インターネット接続 777,200 751,600 25,600 659,300

電話 811,900 773,000 38,900 609,800

RGU合計 3,217,900 3,117,100 100,800 2,799,100

総加入世帯数 1,922,900 1,873,000 49,900 1,770,600

バンドル率 1.67 1.66 0.01 1.58

(加入世帯当たりサービス数)

7,291 7,279 12 6,908

（加入世帯当たり月次収益(円）） *4 *5

*3:

*4: 2005年1月-3月の平均月次収益

*5: 2004年10月-12月の平均月次収益

(参考）

加入世帯数（連結子会社のみ）

ケーブルテレビ 1,519,900 1,482,600 37,300 1,421,800

　　うちデジタル 299,300 232,000 67,300 24,000

高速インターネット接続 734,000 708,600 25,400 621,300

電話 762,400 726,500 35,900 576,400

RGU合計 3,016,300 2,917,700 98,600 2,619,500

総加入世帯数 1,795,000 1,744,800 50,200 1,648,200

バンドル率の向上とCATVのデジタル比率の上昇・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの30M契約世
帯の増加

１Q純増05年3月末 04年12月末
（参考）
04年3月末

（参考）
04年3月末

ARPU

運営局には、持分法適用関連会社である福岡、下関を含んでおります。 また、04年につきましては、当時は資本関係のない調布ケーブルテレビジョンは含んでおりません。

04年12月末 増減グループの状況

05年2月、調布ケーブルテレビジョン㈱の株式を取得し子会社化

05年2月、調布ケーブルテレビジョン㈱の株式を取得し子会社化

補足説明

05年3月末 04年12月末 １Q純増 補足説明
（参考）
04年3月末

05年3月末

オペレーションの状況
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